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我が国では、総人口に占める65歳以上人口の

割合（高齢化率）は年々増加し、平成26年には

25.9％（総務省「人口推計」（平成26年９月15日

現在））と世界トップの水準になっています。今

後の高齢化率の推移（予測）をみても、私たちは

世界のどの国もこれまで経験したことのない超高

齢社会に突入することになります。このような変

化は、職場にも少なからず影響を与えます。

日本人の死因の約６割は、生活習慣病が占めて

います（図表１－１）２）。生活習慣病の発症や重症

化は、加齢や生活習慣等の影響を大いに受けま

す。たとえば、40代前半の男性は30代前半に比

べて心筋梗塞等の心疾患の死亡率は約３倍高く、

50代前半になると７倍以上になります（図表１－

２）２）。つまり、従業員の年齢構成は、職場にお

ける生活習慣病のリスクを測るひとつの重要な指

標なのです。

少子高齢化の進展や定年延長といった社会環境

の変化に伴って、職場の平均年齢は上昇を続けて

います。労働力人口に占める60歳以上の割合の

推移をみると、平成22年の17.9％から、平成32年

の19.4％、平成42年の22.2％へと増加していくこ

その他
44.7％

悪性新生物
28.8％ 

心疾患
15.5％

脳血管
疾患
9.3％

高血圧性疾患 0.6％
糖尿病 1.1％

図表１－１　死因に占める生活習慣病の割合

厚生労働省「平成25年人口動態統計（確定数）」

第１章

データヘルス計画の背景とねらい
　はじめに、データヘルス計画を導入する背景と、ねらいを知ることで、健保組合および関係者の皆さんが 
納得して取組を始めることができればと思います。

社会環境の大きな変化

1：データヘルス計画の背景

P O I N T ◦社会環境の大きな変化を背景に、健保組合には効果的な保健事業の実施が期待される

◦「日本再興戦略」の重要施策“国民の健康寿命の延伸”の実現のため、健保組合
にデータヘルス計画の実行等が求められる
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このように社会環境が変化する一方で、保健事

業がPDCAサイクルで実施しやすくなるようなイ

ンフラ整備が進んでいます。今世紀に入ってから

レセプトの電子化が進んだことは、「はじめに」

で述べたとおりですが、平成16年に策定された

「健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する

指針」（平成16年厚生労働省告示第308号）５）（以

下、「保健事業指針」という。）では、効果的かつ

効率的な保健事業の実施を図るための重要な施策

として、保険者による健康情報の蓄積・活用が位

置づけられました。

平成20年に施行された「高齢者の医療の確保

に関する法律」でもこの考え方がさらに進めら

れ、平成20年からスタートした特定健診制度に

おいて、レセプトの電子化に加えて、健診データ

の電子的標準化が実現しました。全国どこで特定

健診を受けても、基本項目はすべて同じで、健診

結果も全国で同じ様式で電子的に保険者に蓄積さ

れることになりました。したがって、自健保組合

の加入者の健康状況を経年推移で捉えたり、他の

健保組合と比べてどのような特徴があるのかを知

ることで、自健保組合の課題や対策を考えること

が容易になりました。

■健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針
平成16年７月30日厚生労働省告示第308号

最終改正：平成26年３月31日厚生労働省告示第139号

第二　保健事業の基本的な考え方
二　健康・医療情報の活用及びPDCAサイクルに沿った事業運営

　　保健事業の効果的かつ効率的な推進を図るためには、健康・医療情報（健康診査の結果や診療報酬明細書
等から得られる情報（以下「診療報酬明細書等情報」という。）、各種保健医療関連統計資料その他の健康や
医療に関する情報をいう。以下同じ。）を活用して、PDCAサイクル（事業を継続的に改善するため、Plan（計
画）―Do（実施）―Check（評価）―Act（改善）の段階を繰り返すことをいう。以下同じ。）に沿って事業運
営を行うことが重要であること。また、事業の運営に当たっては、費用対効果の観点も考慮すること。

とが見込まれており３）、職場には

年齢構成の変化に伴って生活習慣

病になるリスクを高める構造的な

課題が内在しているといえます。

また、リスクの上昇は病気の発症

に伴う医療費の増加につながりま

すが、それだけではなく、リスク

が増えるほど労働生産性が落ちる

ことは海外の先行研究で示されて

おり４）、企業にとって従業員の健

康づくりは重要な経営課題となっ

ているのです。

30～34歳の約3倍

（人口10万対） 115.9

79.8

49.9

33.5
21.3

12.57.14.3

65～
69歳

60～
64歳

55～
59歳

50～
54歳

45～
49歳

40～
44歳

35～
39歳

30～
34歳

30～34歳の7倍以上

厚生労働省「平成25年人口動態統計（確定数）」

図表１－２　年齢階級別心疾患死亡率

レセプト・健診データの電子的標準化の進展
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Plan （計画）

・データ分析に基づく事業の立案
　○健康課題、事業目的の明確化
　○目標設定
　○費用対効果を考慮した事業選択

Do （実施）

・事業の実施
　（例）
　・加入者に対する全般的・個別的な情報提供
　・特定健診・特定保健指導等の健診・保健指導
　・重症化予防

Act （改善）

・次サイクルに向けて修正

Check （評価）

・データ分析に基づく効果測定・評価

図表１－３　保健事業のPDCAサイクル

政府の成長戦略における位置づけ

　超高齢化の進展に伴い、働き盛り世代からの健

康づくりの重要性が高まる中、政府が金融政策、

財政政策に続く“第３の矢”として発表した「日

本再興戦略」（平成25年６月14日閣議決定）６）で

は、“国民の健康寿命の延伸”を重要な柱として

掲げました。

この戦略の中では、健康寿命の延伸に関する問

題点のひとつとして、「保険者は、健康管理や予

防の必要性を認識しつつも、個人に対する動機付

けの方策を十分に講じていない」ことが指摘され

ました。この課題を解決するため、「予防・健康

管理の推進に関する新たな仕組みづくり」とし

て、「全ての健康保険組合に対し、レセプト等の

データの分析、それに基づく加入者の健康保持増

進のための事業計画として“データヘルス計画”

の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求める

とともに、市町村国保が同様の取組を行うことを

推進する」ことを掲げました。また、個人の健康

保持増進に対して、保険者、企業、自治体等がそ

れぞれの立場から一定の役割を果たすべきことが

うたわれました。

データヘルス計画の仕組みを活用して、健保組

合等が効果的な保健事業に取り組むことが期待さ

れます。

１：データヘルス計画の背景
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政府の「日本再興戦略」を受け、平成26年３

月に保健事業指針の一部が改正されました。これ

に基づき、すべての健保組合は、健康・医療情報

を活用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効

率的な保健事業の実施を図るため、保健事業の実

施計画（データヘルス計画）を策定し、実施する

ことになりました。これからは、やみくもに事業

を実施するのではなく、データを活用して科学的

にアプローチすることで事業の実効性を高めてい

く。これがデータヘルス計画のねらいです。

ただし、「データヘルス計画」は、“データ至上

主義”のようなものでは決してありません。これ

までの取組を振り返り、データを有効活用するも

のです。具体的には、以下の取組を進めます。

Plan（計画）

　これまでの保健事業の振り返りとデータ分析に

よって現状を把握、整理し、加入者の健康課題に

応じた事業を設計することで、効果的かつ効率的

な保健事業を目指します。健保組合や事業所でこ

れまで実施してきた取組を見直し、活用する視点

も重要です。

Do（実施）

　費用対効果の観点を導入することが重要です。

そのためには、一部の高リスク者だけを対象とす

るのではなく、集団の全体最適を目指すこと、言

い換えれば、加入者全体に効率的に健康づくりの

網をかける資源の最適配分が大切です。保健事業

は、患者に至らない「未病者」が拡大対象集団と

なることから、医療費だけでなく、生産性の維

持・向上の視点も重要になります。

Check（評価）

　評価に当たっては、計画策定時に評価指標を設

定しておくことが必要です。また、対象を明確に

し、取組の前後比較や参加しなかった群等との比

較に基づく評価が大切です。短期での効果を評価

する指標と、中長期の指標を意識して設定します。

Act（改善）

　評価結果に基づき、事業の改善を図ります。保

健事業への参加率が低い状況の背景に加入者の意

識の醸成が不十分であったと考えられる場合に

は、健診結果に基づく情報提供を徹底します。参

加の促進に問題があると考えられる場合には、事

業を実施するタイミングを見直す、健診受診後に

参加への動線をつくるといった改善を図る工夫が

必要です。メタボリックシンドローム該当者の割

合が減らない理由として、新たにメタボリックシ

ンドロームとなる者が多いことが挙げられる場合

には、プログラムの適用対象の設定を40歳未満

に引き下げる等、メタボ層への新規の流入を予防

する取組を試みることが有用です。

データヘルス計画の本質

2：データヘルス計画のねらい

P O I N T ◦データヘルス計画は、科学的なアプローチにより事業の実効性を高めていくことが
ねらい

◦その特徴は、被用者保険の特徴を踏まえた次の点：
①特定健診・レセプトデータの活用、②身の丈に応じた事業範囲、③事業主との協働
（コラボヘルス）、④外部専門事業者の活用

第 1章
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被用者保険の特性を踏まえた保健事業

Ｐ（計画） 　これまでの保健事業の振り返りとデータ分析による現状把握に基づき、
加入者の健康課題を明確にした上で事業を企画

Ｄ（実施） 　費用対効果の観点も考慮しつつ、次のような取組を実施
・加入者に自らの生活習慣等の問題点を発見しその改善を促すための取組
　（例：健診結果・生活習慣等の自己管理ができるツールの提供）

・生活習慣病の発症を予防するための特定保健指導等の取組
・生活習慣病の進行および合併症の発症を抑えるための重症化予防の取組
　（例：糖尿病の重症化予防事業）

・その他、健康・医療情報を活用した取組

Ｃ（評価） 　客観的な指標を用いた保健事業の評価
　（例：生活習慣の状況（食生活、歩数等）、特定健診の受診率・結果、医療費）

Ａ（改善） 　評価結果に基づく事業内容等の見直し

　関係者の理解を得ながら着実に保健事業を進め

るためには、被用者保険の持つ強みや特性を踏ま

えた事業運営を図ることが大切です。データヘル

ス計画の特徴として、次の４つがあります。

（１）�特定健診・レセプトデータ等の
健康・医療情報の活用

　　データを活用して自己および自集団を俯
ふ

瞰
かん

す

ることで、個々の加入者も、施策立案者も「自

分ごと」となります。そういう意味で、データ

は健康づくりの起点となるものであることを強

く意識することが必要です。

（２）身の丈に応じた事業範囲

　　健保組合によって規模や財政状況、組織環境

等は異なります。さらに、働き盛り世代の健康

は企業文化（職場環境）に強く影響を受けま

す。このため、各健保組合の状況、職場の環境

や事業主との関係を含めた保健事業の進捗状況

に応じた“身の丈”に合った取組が望ましいと

考えられます。データヘルス計画は、それぞれ

の健保組合の進み具合に合わせて、始めからす

べての保健事業を網羅しなくても、取り組める

ところから一歩ずつ進めていく計画である点

で、すべての健保組合で着実に実施できること

を目指しています。

（３）事業主との協働（コラボヘルス）

　　職場環境の整備や従業員への意識づけ等、事

業主との協働により保健事業の実効性が高まる

場面は多くあります。効果的な保健事業は生産

性の維持・向上にもつながり得ることから、事

業主とメリットを共有して事業を推進すること

が、データヘルス計画を実施する上で効果的で

す。

（４）外部専門事業者の活用

　　健保組合では、組合によって異なりますが、

特に専門職の人材不足が課題となっています。

外部専門事業者の活用には、これらの人材不足

を補い、民間による創意工夫を活用するメリッ

トがあります。

データヘルス計画で取り組むこと

２：データヘルス計画のねらい
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3：他の施策・計画との関係

特定健診制度との関係

企業の健康経営を促す施策

平成20年度に開始した特定健診制度は、健診

データを電子的に標準化し、データに基づき保健

事業のPDCAを回すことをねらいとしています。

また、特定健康診査等実施計画は、保健事業の中

核をなす特定健診および特定保健指導の具体的な

実施方法等を定める計画であることから、健保組

合が保健事業を総合的に企画し、効果的かつ効率

的に事業が実施できるよう、データヘルス計画と

特定健康診査等実施計画とは相互に連携して策定

することが望ましいとされています。

データヘルス計画の策定は、健保組合が平成

20年度以降の特定健診制度の導入以降実施して

きた種々の保健事業を振り返り、特定保健指導の

実施率向上やメタボリックシンドローム該当者割

合の事業所間格差の解消といった課題を解決する

方策を検討する好機でもあります。

具体的には、加入者や事業所の特性を踏まえつ

つ他の健保組合と比べることにより、特定保健指

導の効果を改めて検証して自健保組合に合う効果

的な方法を検討することや、特定健診受診後のフ

ォローを強化する方策を導入することにより、特

定保健指導への参加を促すといった組み立てを図

ることが可能です。

日本再興戦略では、健康寿命の延伸に関して、

「企業にとっても、本来、社員の健康を維持する

ことは、人材の有効活用や保険料の抑制を通じ、

会社の収益にも資するものであるが、こうした問

題意識が経営者に浸透しているとは言い難い」と

企業側の問題点も挙げています。

政府は成長戦略の更なる“進化”を図るため、

平成26年６月に「「日本再興戦略」改訂2014」７）

を公表し、“経営者等に対するインセンティブの

付与”を掲げました。ここでは、「経営者等に対

するインセンティブとして、以下のような取組を

通じ、健康経営に取り組む企業が、自らの取組を

評価し、優れた企業が社会で評価される枠組み等

を構築することにより、健康投資の促進が図られ

るよう、関係省庁において年度内に所要の措置を

講ずる」とされ、職場における健康増進の取組を

P O I N T ◦特定健康診査等実施計画とは相互に連携して策定

◦「「日本再興戦略」改訂2014」は、健康経営を促し、健保組合と事業主の協働を促進

第 1章
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・健康増進に係る取組が企業間で比較できるよう評価指標を構築するとともに、評価指標が
今後保険者が策定・実施するデータヘルス計画の取組に活用されるよう具体策を検討

・東京証券取引所において新たなテーマ銘柄（健康経営銘柄（仮称））の設定を検討

・「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」やCSR報告書等に「従業員等の健康管理や
疾病予防等に関する取組」を記載

・企業の従業員の健康増進に向けた優良取組事例の選定・表彰 等

健康経営を普及させるための施策（例）

社会として応援し、進める姿勢が明確に打ち出さ

れました。これらを受けて、たとえば厚生労働省

労働基準局では、保険者と連携した取組を含め

て、安全や健康の取組を進める企業を評価し、公

表する制度の検討に入っています８）。

　このような施策は、事業主による健康増進活動

を促し、健保組合との協働を促す好機になると考

えられます。

　なお、経済産業省は、企業による健康投資を促

進するため、企業・経営者向けに「健康投資」の

ポイントをまとめた『企業の「健康投資」ガイド

ブック』を策定・公表しました。このガイドブッ

クでは、健康投資の基本的な考え方を示すととも

に（図表１－４）、健康投資をより効果的・効率

的に実施するため、データヘルス計画の策定・実

施において、企業と健保組合等とが適切に連携し

ていくことが重要であるとしています。9）

投資
ヘルスケアサービス・

商品等の利用

効果

市場創出・拡大の
好循環サイクル
の実現

民間事業者等

健診
機関

相談・
指導
事業者

機器
メーカー

分析
事業者

健康投資サイクルの実現

保険者

加入者の健康増進
医療費の適正化

個人

健康増進
生活習慣病予防

企業

従業員の生産性向上
イメージアップ

図表１－４　健康投資のイメージ図

『企業の「健康投資」ガイドブック～連携・協働による健康づくりのススメ～』（平成26年10月経済産業省ヘルスケア産業課）より

３：他の施策・計画との関係
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4：計画の期間および公表・周知

計画の期間

計画の公表・周知

　データヘルス計画の期間（第１期）は、平成

27年度から平成29年度までの３年間です。

　平成30年度からの第２期のデータヘルス計画

期間は、特定健康診査等実施計画（第３期）の期

間に合わせて、改めて設定される予定となってい

ます。

　保健事業の目的や内容が加入者、事業主等の関

係者に理解され、事業の実効性が高まるように、

データヘルス計画はホームページや機関誌等で公

表され、関係者への周知が図られることになって

います。

公表例

P O I N T ◦第１期は、平成27年度～平成29年度（３年間）、第２期は「特定健康診査等実施
計画（第３期）」に合わせて策定

◦データヘルス計画をホームページ等で公表し、関係者へ周知
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5：提出物

４：計画の期間および公表・周知／５：提出物
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５：提出物
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47.7％
B. 肥満

52.3％
A. 非肥満

4.8%
11.3%

22.4%

25.9%
8.2%

5.4%16.9%

5.1%

47.9％
B. 肥満

52.1％
A. 非肥満

8.2%
15.3%

18.6%

21.3%
10.0%

6.7%15.3%

4.6%

全健保組合（男性）

服薬投与

受診勧奨基準値以上

保健指導基準値以上

基準範囲内

服薬投与

受診勧奨基準値以上

保健指導基準値以上

基準範囲内

Ａ健保組合（男性）
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５：提出物
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５：提出物
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